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1．はじめに

昨今，企業の競争力に関わる重要な関心事と

して，企業あるいは職場における学習が注目さ

れている（松尾，2009；中原，2012；労働政

策研究・研修機構，2013）。そうした企業ない

しは職場における学習の促進を考える際に，個

人の学習へ着目する必要があることは，改めて

言うまでもないだろう。ただしその場合，学習

を促す具体的施策の検討だけでなく，個人の学

習に対する向き合い方にも注目する必要がある
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というのが，本稿の問題意識である。

これまでも個人の学習に対する施策として，

日々の仕事を通じた学習機会の提供（ i . e . ,

OJT）や研修制度（i.e., Off-JT）の拡充など

が行なわれてきた。つまり，制度であるか否か

に関わらず，課題を通じ個人の学習を促す仕組

みが存在し，その仕組みについて，課題の内容

やその与え方が議論されてきた。そうした議論

の重要性に対する反論は少ないだろうが，ただ

そこには個人が学習に積極的に向き合う存在で

あるとする，暗黙的前提が存在してきたように

思われる。

しかし現実には，課題へ取り組むことを通じ

た学習を，あらゆる個人が必ずしも積極的に捉

えるわけではない。その理由の１つは，企業が

従業員に与える機会で学習される内容が企業特

殊的でありうる点にある（守島，2010）。それ

ゆえ，キャリアの考え方や雇用区分により，学

習への向き合い方も異なりうる（山本，2014）。

したがって，企業からすれば課題の成果が専ら

重要な関心事となろうが，課題の内容や与え方

だけでなく，個人の学習に対する向き合い方に

も，企業はより関心を向ける必要性があろう。

と同時に，そうした個人の学習に対する向き合

い方にどう働きかけるかの議論が求められる。

さて，個人の学習に対する向き合い方に対す

る企業の働きかけは，キャリアパスの提示や評

価基準の変更など様々なものが考えられるが，

本稿は以下の理由から上司の働きかけに着目す

る。個人の学習に対する向き合い方にどう働き

かけるかという視点から，学習志向性の先行要

因を検討したものは些少である。つまり学習志

向性の先行研究は，働きかけに関する明確な要

因を未だ特定化できていない状況にある（cf.

Chadwick & Raver, 2015; Dragoni, 2005）。こ

の状況を踏まえれば，検討する要因はとりわけ

学習志向性に大きく影響を及ぼしうること

が望ましいと考えられる。この点に関し，職

場における学習を論じた先行研究は，上司が

看過しえぬ影響を及ぼすことを示唆してきた

（Hackman, 1976；中原，2012）。上述のこと

から，本稿は上司の働きかけに着目する。 ま

た，そうした上司による影響の検討にあたり，

本稿は数あるリーダーシップ・スタイルの中か

ら，変革型リーダーシップ１（transformational

leadership）を取り上げる。この理由は次節で

詳述する。

以上を踏まえ，本稿は個人の学習に対する向

き合い方を指す学習目標志向性（learning goal

orientation：以下，学習志向性）に，変革型

リーダーシップが及ぼす影響とそのメカニズム

の検討を目的とする。具体的には，本稿では変

革型リーダーシップと学習志向性との関係，お

よび両者を媒介する要因としての組織コミット

メント（organizational commitment）を論

じる。本稿の検討は２つの含意を持つと考える。

１つめは，いかなる上司の働きかけが個人の学

習に対する向き合い方に影響するかを検討した

点である。２つめは，その影響に関して，メカ

ニズムを検討した点である。

本稿の構成は，続く第２節で先行研究の検討

を通じて本稿の位置づけを明確にするととも

に，仮説を構築する。第３節では本稿の調査概

要を説明する。第４節では分析手続きを述べた

後，分析結果を示す。第５節では前節で示され

た結果を踏まえた考察に加え，理論的貢献およ

び実践的含意を指摘する。

2．先行研究の検討と仮説構築

2.１　２種類の目標志向性

課題を達成する状況下で，目標に対して個人

が抱く選好が目標志向性２（goal orientation）

である（Payne, Youngcourt & Beaubien,

2007）。Dweck and Leggett（1988）は，目標

志向性を成果目標志向性（performance goal

orientation ：以下，成果志向性）と学習志向

性の２つに分類した３。

成果志向性とは，文字通り，成果を軸に目標

に向き合おうとする個人の志向性を指し，成果

を効率の視点から捉える個人的志向性とも言い
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換えられる．例えば，販売目標を考えた場合に

は，その販売目標を如何に少ない労力で達成す

るかを考える個人ほど，成果志向性が強い。成

果志向性と個人の行動との関係については，成

果志向性が強い個人ほど，自身のポジティブな

評価に拘るため，新奇性のある行動やネガティ

ブな評価に結びつく可能性のある行動を避けよ

うとする（Chadwick et al., 2015 ; Dweck,

1986）。さらに，成果志向性の強い個人は，成

果が得られるまでの過程において，余分な努力

（efforts）を投じようとしない（Dweck, 1986）。

他方，学習志向性は成果ではなく，自身の成

長という観点から目標を捉えようとする個人の

志向性である。先述の販売目標の例に即して言

えば，販売目標が達成できたか否かではなく，

販売目標の達成（未達成）の過程において，自

身がどう成長できる（た）かという視点で考え

る個人ほど，学習志向性が強い。学習志向性と

個人の行動との関係に関しては，学習志向性が

強い個人ほど，新しいスキルの獲得といった，

自身の能力を伸ばす行動をとる傾向がある。加

えて，学習志向性が強い個人は，たとえ成果に

結びつかなくとも，自身の能力の開発への努力

を惜しまない。すなわち，成果志向性の強い個

人とは対照的に，学習志向性が強い個人は，余

分な努力の投入を積極的に捉えるのである。

本稿は，人材育成を考えた場合に，個人の成

果に対する向き合い方よりも，個人の学習に対

する向き合いの方が肝要であると考える。なぜ

なら，企業が個人の学習を促進する背景には，

成果に対する個人の能力やスキルの効率的な活

用のみならず，それら能力やスキルの伸長への

期待もあるからである。また，学習促進の既存

施策を顧みれば，個人が学習に積極的に向き合

うことが，そうした施策をより有効せしめうる

と考えるためである。ゆえに，以下では，２つ

の目標志向性のうち，特に学習志向性を論じた

先行研究を検討する。

2.2 学習志向性に対する働きかけの看過

本項では，学習志向性を扱った先行研究の検

討を通じて，学習志向性をマネジメントの対象

として捉える必要性が指摘されてきたにも関わ

らず，どう働きかけるかが十分に検討されてき

ていないという課題を指摘する。さらに，その

課題を踏まえ，本稿がどういった働きかけに着

目するかを示す。それらに先立ち，まず先行研

究で学習志向性がいかなる概念として扱われて

きたかを論じたい。

Payne et al.（2007）によれば，産業心理学

や経営学における先行研究の多くが４（Dragoni,

Tesluk, Russell et al., 2009; Gong, Huang &

Farh, 2009; Kozlowski, Gully, Brown et al.,

2001; Sosik, Godshalk & Yammarino, 2004;

VandeWalle, Cron & Slocum, 2001），学習志

向性を状況や個人の認知から影響を受けない個

人の特性とみなしてきた． だが，学習志向性

をそうした個人特性的なものではなく，個人の

認知や状況次第で変化しうるものとして捉える

研究も存在する（Button, Mathieu & Zajac,

1996）。それらの研究は，成果志向的な個人も，

学習志向的になりうることを示唆する（e.g.,

Dweck, 1986, 2006; Dweck & Leggett, 1988）。

すなわち，学習志向性は何かしらの影響を受け

変容しうるのである。

では，いかなる要因が学習志向性に影響を及

ぼすのだろうか。Payne et al.（2007）は，メ

タ分析を用いて，学習志向性に影響する個人特

性を検討した。その結果，知能の暗黙的理論５

（implicit theory of intelligence），承認欲求，

自尊心，一般性自己効力感，およびビッグ・フ

ァイブ（i.e., 良心性，外向性，経験への開放

性，協調性，情緒安定性）が，学習志向性に影

響を及ぼすことがわかった。

さらに，学習志向性に影響を及ぼす組織的要

因を検討する必要性も指摘されている（Chadwick

et al., 2015; Dragoni, 2005, Kozlowski et al.,

2001）。例えば Dragoni（2005）は，リーダー

の行動が集団風土に影響することを介し，集団
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内の個人が集団風土と同じ目標志向性を持つこ

とをモデル化した。すなわち，集団に対するリ

ーダー行動の影響（i.e., リーダーシップ）によ

り，フォロワーの目標志向性が影響を受けるこ

とを指摘した。加えて，Chadwick et al.

（2015）は，学習志向性を含む目標志向性が，

組織学習に影響するモデルを示している。そこ

では，学習志向性は個人レベルに留まらず，集

団レベルや組織レベルで共有されることが指摘

されている。また，Chadwickらは，リーダー

シップや組織構造などといった，学習志向性が

組織に共有される過程に影響を及ぼす文脈依存

的（contextual contingent）要因への注目を

喚起している。

上でみた先行研究の示唆は，次の２点に要さ

れる。第１に，個人特性ではなく影響を受け変

化しうるものとして，学習志向性を捉える必要

性が議論されてきたことである。そして第２に，

そうした学習志向性に，いかなる組織的要因が

影響を及ぼすかの検討が求められていることで

ある。これら２点の共通点は，学習志向性に影

響を及ぼす要因に関する検討の必要性を示唆す

る点にある。

無論，上でみたように，先行研究でもいくつ

かの要因が検討されてきた。だが，そうした個

人特性や組織的要因の指摘だけでは十分とは言

えない。なぜなら，マネジメントを考える場合，

個人差のある学習志向性に，どう働きかけるか

が肝要なためである。すなわち，個人の学習志

向性に，組織はどう働きかけうるかという視点

から，十分な検討がなされていないことが，先

行研究の課題として指摘される。ただし，本論

文の冒頭でも述べたように，組織内の学習内容

が企業特殊的になる可能性があることを踏まえ

れば（守島，2010），キャリアの考え方や雇用

区分に応じ，学習に対する向き合い方も異なり

うる（蔡，2010; 山本，2014）。したがって，

上記の視点からの検討に際しては，雇用区分等

の違いも加味する必要があろう。

では，いかなる働きかけが考えられるだろう

か。個人の学習への向き合い方に対する働きか

けは，キャリアパスの提示や評価基準の変更な

ど多様だが，本稿では上司のリーダーシップに

注目する。

2.3 学習志向性とリーダーシップとの関係

既述のように，本稿は学習志向性に影響を及

ぼしうる要因の中から，リーダーシップを取り

上げる。それは，組織や職場における学習に関

する先行研究が，上司の影響がとりわけ重要で

あると指摘するためである（中原，2012）。つ

まり，個人の学習を促すあるいは学習に対する

態度をより好意的にする働きかけの探求にお

いて，上司からの働きかけ（i.e., リーダーシッ

プ）の検討が看過できないためである。この点

に関しては，学習志向性の先行研究もリー

ダーシップの重要性を示唆してきたが（e.g.,

Chadwick et al., 2015; Dragoni, 2005），十分

な検討がなされてきたとは言い難い。

また，本稿は数あるリーダーシップ理論の中

から，変革型リーダーシップ理論に着目する。

なぜなら，前項で示したように，個人の学習志

向性を高める際に，個人に何かしらの変化を生

じさせる必要があるためである。変革型リーダ

ーシップの特徴の１つは，フォロワーに変化を

生じさせる点とされてきた（Bass, 1985; Bass

& Avolio, 1990）。つまり，本稿が変革型リー

ダーシップを選択した理由は，個人の学習志向

性を強める上で必要な変化を，変革型リーダー

シップが生じさせると推察するためである。

業績主義の報酬（contingent reward）と例

外による管理（management-by-exception）

の２因子からなる交換型リーダーシップ

（transactional leadership）に対し，変革型

リーダーシップは次の４因子６からその影響が

説明されてきた（Avolio & Bass, 1995; Bass,

1985; 小野, 2016; Wang, Oh, Courtright &

Colbert, 2011）。まず，知的刺激（intellectu-

al stimulation）であり，これによりフォロワ

ーは今までとは異なる考え方やものの捉え方を
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するようになる。つぎに，個別的配慮（indi-

vidualized consideration）である。これはフォ

ロワー１人１人の異質性などに配慮するリーダ

ーの行動により生じる。さらに，理想化された

影響（idealized influence）は，リーダーに対

するフォロワーの同一化を高めるものである。

最後に，モチベーションの鼓舞（inspirational

motivation）は，リーダーによって示された

ビジョンの実現に向け，フォロワーを動機づけ

る行動である。

本稿は，社会的学習理論（social learning

theory; cf. Bandura, 1977）にもとづき，部下

の学習志向性を上司の変革型リーダーシップが

高めると考える（Sosik et al., 2004）。社会的

学習理論によれば，変革型リーダーシップを発

揮する上司は，部下にとっての見本（ro le

model）となる。変革型リーダーシップを発揮

する上司の観察（i.e., 観察学習）により，変革

型リーダーシップは次のように部下に影響する

と考える。

まず，上司がそれまでの考えとは異なる考え

方を示すこと（i.e., 知的刺激）で，部下も成長

に繋がる新たなことへ目を向けるようになる

（Bass, 1985）。また，変革型リーダーシップを

発揮するリーダーは，内発的に動機づけられ，

誘引に見合う以上の努力をする（Shamir ,

House & Arthur, 1993）。こうしたリーダーの

行動や態度の観察により，部下自身も誘因以上

の努力をより払おうと内的に動機づけられる

（i.e., 鼓舞する動機づけ）（Dweck, 1986）。そ

の際，特に変革型リーダーシップを発揮する上

司の部下は，上司の理想化された影響により，

観察を介した学習をより行なうと推察される。

さらに，たとえ部下が学習を含む新たな取り組

みを困難に感じる場合でも，上司の観察や上司

からの個別的配慮により，それら新たな取り組

みへの効力感が低減しにくいと考えられる

（Bandura, 1977）。

以上のことから，変革型リーダーシップを発

揮する上司が部下の見本となり，また部下が上

司の行動や態度を観察し学習することで，学習

志向性の強い個人の特徴がより顕在化すると考

えられる。ここまでのことから，次の仮説が導

かれる。

仮説１：変革型リーダーシップは，フォロワ

ーの学習志向性に正の影響を及ぼす。

ここまで，変革型リーダーシップがフォロワ

ーの学習志向性に直接的影響を及ぼす可能性を

検討した。ただ，本稿は知的刺激などを通じた

変革型リーダーシップの直接的影響だけではな

く，変革型リーダーシップの間接的影響も存在

しうると考える。次項では，そうした間接的影

響へ視点を移したい。

2.4 組織コミットメントによる媒介

本項では，学習志向性に対する変革型リーダ

ーシップの間接的影響を検討する。前項で述べ

た変革型リーダーの直接影響とは，リーダー自

身が学習に対して積極的であることを見て，フ

ォロワーの学習志向性も高まることが当てはま

る（Shamir & Howell, 1999）。しかし他方で，

変革型リーダーシップ研究では，フォロワーの

価値観や欲求の変化を通じた，フォロワーへの

働きかけが示唆されてきた（Bass, 1985）。し

たがって，変革型リーダーシップが学習志向性

に及ぼす影響を検討する際には，その直接的影

響だけでなく，フォロワーの心理状態および認

知的側面の変化を介した間接的影響も視野に入

れなければならない。

フォロワーの価値観や欲求の変化に関して

は，変革型リーダーシップにより，フォロワー

は個人的利益（self-interests）を中心とする

考えから，より集合的利益（collective inter-

ests）を意識した考えへ変わるとされてきた

（Bass, 1985, 1999）。また，変革型リーダーシ

ップの特徴は，他の類似するリーダーシップ・

スタイル（e.g., サーバント・リーダーシップ）

と比べ，組織的視点からの集合的利益を強調す
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る点にあると指摘されている（Van Dierndonck,

Stam, Boersma et al., 2014）。すなわち，変

革型リーダーシップにより学習志向性が強まる

過程で，フォロワーは組織を意識する段階があ

ると考えられる。そのような変革型リーダーシ

ップと学習志向性との間に介在しうる状態を，

本稿は組織コミットメントによって捉える。以

下では，既述した学習志向性の特徴を踏まえ，

学習志向性と変革型リーダーシップとを繋ぐ，

組織コミットメントについて論じたい。

組織コミットメントは，情緒的なもの（i.e.,

affective commitment）と功利的なもの（i.e.,

utilitarian commitment）の２つに大別され

る（Mowday, Porter & Steers, 1982）。鈴木

（2001）によれば，前者は「組織と個人の感情

的な関係に注目し，組織への愛着や価値観への

一体化といった側面に関する概念」（130 頁）

であり，他方後者は「組織に費やしたコスト

（努力やエネルギー）など物質的な関係に着目

した概念」（130頁）として捉えられる。

本稿が変革型リーダーシップと学習志向性を

媒介する要因に，組織コミットメントを取り上

げる理由は次の通りである。それは，組織での

学習内容が企業特殊的でありうる点を踏まえれ

ば，個人が学習に積極的に向き合う暗黙的前提

には，学習を行なう組織への好意的な関心が必

要であると考えるためである。Meyer, Becker

& Vandenberghe（2004）は，コミットメン

トと動機づけとの関係に関する統合モデルを提

示している。 Meyer et al.（2004）のモデル

によれば，組織コミットメントは所与の結果を

得ることに関わる，主体の一般的目的（actor’s

general purpose）に影響を及ぼす。具体的に

は，情緒的コミットメントが高い場合７，個人

は組織の価値を内在化し，誰に目標が設定され

るかを問わず８，達成の理想（ ideals to be

achieved）として目標を捉え，内発的に動機

づけられるとされる。内発的動機づけの強い個

人は学習志向性が高い（cf. Janssen & Van

Yperen, 2004）との先行研究の結果と上述の

Meyer et al. の示唆から，情緒的コミットメン

トは個人の学習に対する向き合い方に正の影響

を及ぼすと考えられる。

上で述べた情緒的コミットメントと学習志向

性の関係が十分な検討を伴っていない状況であ

るのに対し（cf. Mathieu & Zajac, 1990），変革

型リーダーシップと組織コミットメントの関係

は多くの研究により論じられてきた（Avolio,

Zhu, Koh et al., 2004; Koh, Steers & Terborg,

1995; Podsakoff, MacKenzie & Bommer, 1996;

Walumbwa, Orwa, Wang et al., 2005）。ただし，

そこでは組織コミットメントを情緒的コミット

メントとして捉えるものが多く，変革型リーダ

ーシップと功利的コミットメントの関係は，無

関係であるとの想定が置かれてきた（Bass,

1985;  Bycio, Hackett & Allen, 1995;

Lähteenmäki, Saarinen & Fischlmayr, 2007）。

組織コミットメントを情緒的コミットメント

として捉えた場合，変革型リーダーシップと組

織コミットメントの関係は，変革型リーダーシ

ップの既述の４因子に基づき説明される（Avolio

et al., 2004; Walumbwa et al., 2005）。つま

り，知的刺激，個別的配慮，理想化された影響，

モチベーションの鼓舞を通じて，変革型リーダ

ーはフォロワーの欲求（needs）や価値観

（values）を変化させ，フォロワーが抱く組織

への愛着を高めるとされてきた。ここまでのこ

とから，変革型リーダーシップはフォロワーの

情緒的コミットメントに対し，正の影響を及ぼ

すと考えられる。

以上のことから，本稿は変革型リーダーシッ

プが個人の学習志向性に及ぼす影響を，情緒的

コミットメントが媒介すると考える。すなわち，

次の仮説が導出される。

仮説２：変革型リーダーシップは，情緒的コ

ミットメントを通じて，フォロワー

の学習志向性に正の影響を及ぼす。



学習志向性に対する変革型リーダーシップの影響とそのメカニズムの検討

－89－

3．調査概要の説明

3.1 調査対象

調査対象は，大手小売企業１社の従業員であ

る。調査は企業の協力のもと行われ，調査対象

者は正規社員と非正規社員をともに含む。質問

紙の配布および回収に関しては，企業が委託し

た業者が配布し，回収は研究者へ直接送付され

た。有効回答数は 2,648（正規社員： 697，非

正規社員: 1,951），正規社員の割合は 26.3% で

あった。平均年齢は 43.87（SD = 12.88）歳，

平均勤続年数は正規社員 8.63年（SD = 8.66），

非正規社員 8.60年（SD = 7.12）であった。ま

た男性の割合は 38.1 ％であった。

3.2 調査に用いられる変数

本研究の分析に用いられる変数は，変革型リ

ーダーシップ，学習志向性，情緒的コミットメ

ントならびに勤続年数である。調査はすべて，

「1. 全く当てはまらない」から「5. 大いに当て

はまる」の５件法で行った。

変革型リーダーシップに関しては，各従業員

から得られた，自身が所属する店舗の店長に関

する評価を用いる。尺度は，Avolio et al.（1995）

による MLQ を日本語に翻訳したものを利用

し，16 項目で測定した。具体的な質問項目に

は，「やればできるのだ，ということを伝えて

くれる」，「私を単なる集団の一員というより，

個人として接している」などが含まれる９。

MLQ では，変革型リーダーシップを複数の下

位次元からなるものと想定する。しかしながら，

下位次元の区別に関しては，先行研究により

様々である（cf. Avolio et al, 2004; Bass, 1999;

Bycio et  al., 1995; 今井，2014; 石川，2009;

Koh et al., 1995; Tejeda, Scandura & Phillai,

2001; Walumbwa et al., 2005）。ゆえに，本稿

は２次因子分析を行い，４つ（i.e., 知的刺激，

理想化された影響，個別的配慮，モチベーショ

ンの鼓舞）の下位次元の上位に１概念を想定

するモデルが適切であることを確認した（χ2

(101) = 2527.58,  p < .001,  GFI = .86,  CFI =

.91,  NFI = .91,  RMSEA = .09）。クロンバッ

クのαは.95だった。

学習志向性は，Button et al.（1996）を参考

に，８項目で測定された。具体的な質問項目は，

「新しいことを学べる仕事をするのが好きであ

る」，「新しい学びの機会は私にとって重要であ

る」，「私の能力の幅を広げる機会を大切にして

いる」などである。クロンバックのαは.88 で

あった。

媒介変数である情緒的コミットメントは，

Meyer & Allen（ 1984），Meyer, Allen &

Smith（ 1993）および Mowday, Steers &

Porter（1979），を参考に，３項目で測定され

た。クロンバックのαは.88であった。

交絡変数には，年齢と勤続年数の相関関係を

考慮したうえで（r = .35, p < .001），勤続年

数を使用した。年齢と勤続年数は両者ともに組

織コミットメントと学習志向性に影響しうるこ

とが指摘されている（Button et al., 1996 ;

Mathieu et al., 1990; 鈴木，2001）。ただし，

そこで指摘される組織コミットメントと学習志

向性への影響は，組織成員である場合に生じる

と想定されるものである。したがって，年齢で

は組織成員でない期間の影響も反映しうるた

め，本稿は勤続年数を選択した。

４．分析結果

表１と表２はそれぞれ正規社員と非正規社員

について，分析で用いた変数の平均，標準偏差，

相関係数を示したものである。
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本稿の分析は共分散構造分析を用いるが，分

析に際しては，雇用区分別に分析を行った。な

ぜなら，２つの雇用区分間で仕事そのものの捉

え方やそれに対する向き合い方が異なる可能性

があるためである 10（蔡，2010）。具体的には，

既述のように組織内の学習内容が企業特殊的で

ありうることから，相対的に雇用が安定した正

規社員の方が，学習志向性が高くなりうると考

えられる（山本，2014）。ゆえに，そうした雇

用区分の影響を踏まえ，共分散構造分析による

分析を２通り行なった。

２つのモデルに関して，それぞれの適合度指

標を示したものが表３である。表３の結果は，

正規社員と非正規社員の両方において，本稿が

想定したモデルの適合度が十分に高いことを示

している。

つづいて，本稿のモデルの分析結果を図示し

たものが図１と図２である。図１と図２は11，

雇用区分を問わず，本稿の２つの仮説が同様の

傾向を示すことを示している。

まず，仮説１に関しては，変革型リーダーシ

ップが学習志向性に正の影響を及ぼすことがわ

かった（正規社員: β= .09,  p < .05; 非正規社

員: β= .11,  p < .001）。すなわち，上司やマネ

ージャーが変革型リーダーシップを発揮するこ

とにより，フォロワーである部下は学習に積極

的に向き合うようになることが示された。こう

した変革型リーダーシップの影響は，先に述べ

たように，雇用区分を問わず同様であった。こ

れらから，仮説１は支持されたといえる。

つぎに，仮説２に関しては，変革型リーダー

シップが個人の学習志向性に及ぼす影響が，情

緒的コミットメントに媒介されることが示され

た。つまり，変革型リーダーシップの影響は，

フォロワーの情緒に基づく組織コミットメント

が高まることを通じて，彼らの学習への向き合

い方に正の影響を及ぼすことがわかった。この

点に関しても，前出の仮説１と同様，部下の雇

表１　正規社員における各変数の平均，標準偏差，相関係数

8.63
3.55
3.44
3.83

8.66
.65
.76
.47

-.07†

-.05***

-.21***

.35***

.24*** .41***

*** p <.001, † p < .10, N = 697

標準偏差 平均 21 3

１：勤続年数 

２：変革型リーダーシップ 

３：情緒的コミットメント 

４：学習志向性 

表３　モデルにおける適合指標

1113.16***

3648.96***

343
344

.87

.83
.93
.90

.05

.07

*** p <.001

dfχ2 CFIAGFI RMSEA

正規社員 

非正規社員 

表２　非正規社員における各変数の平均，標準偏差，相関係数

１：勤続年数 

２：変革型リーダーシップ 

３：情緒的コミットメント 

４：学習志向性 

標準偏差 平均 21 3

8.60
3.25
3.50
3.55

7.12
.64
.65
.49

-.04†

  .00
-.03

.31***

.21*** .30***

*** p <.001, † p < .10, N = 1,951
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図１　パス解析の結果（正規社員）
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図２　パス解析の結果（非正規社員）
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用区分に左右されないことが示された。ただし，

前述の仮説１の結果を踏まえれば，この結果は

変革型リーダーシップが学習志向性に及ぼす影

響の全てが，情緒的コミットメントを介さない

ことを意味する。すなわち，情緒的コミットメ

ントの媒介効果は，部分媒介（partial media-

tion）であった。以上のことから，仮説２に関

しても支持されたといえよう。

最後に，仮説としては想定していなかったが，

勤続年数が個人の学習志向性に負の影響を及ぼ

すことが示された（正規社員: β= -. 21.  p <

.01; 非正規社員: β= -. 04,  p < .10）。すなわ

ち，勤続年数が高くなるにつれ，個人は学習を

積極的に捉えにくくなるのである。

5．考　察

5.1 学習志向性に対する影響とその

メカニズム

本稿の目的は，学習志向性に変革型リーダー

シップが及ぼす影響とそのメカニズムの検討に

あった。分析の結果，変革型リーダーシップは，

直接的影響に加えて，組織コミットメントを通

じて，学習志向性に間接的影響を及ぼすことが

わかった。

以下では，３点について考察を行なう。第１

に，本稿で検討したモデルを踏まえて，変革型

リーダーシップがフォロワーの学習志向性にど

う影響を及ぼすかを考察する。分析結果から，

変革型リーダーシップはフォロワーの学習志向

性に，直接的だけでなく間接的にも影響を及ぼ

すことがわかった。変革型リーダーシップから

学習志向性への直接的なパスに関しては，先行

研究が示唆するように，上司がフォロワーにと

っての見本となり，フォロワーはリーダーの行

動や態度の観察を通じて，新たな方法の模索な

どに積極的になることを示すものと考えられる

（Shamir et al., 1999; Sosik et al., 2004）。他方，

情緒的コミットメントを介したパスは，変革型

リーダーシップの特徴として指摘されてきた，

組織を意識することを通じ，部下が学習に積極

的により向き合うようになることを示唆するも

のといえる（Van Dierndonck et al., 2014）。

組織を意識する点については，本稿の分析結果

からは，とりわけフォロワーが組織の価値を内

在化しうることが示された。

第２に，上述した変革型リーダーシップの影

響と雇用区分の影響との関係を検討する。本稿

の分析結果からは，フォロワーの学習志向性に

対する変革型リーダーシップの影響が，フォロ

ワーの雇用区分に左右されないことがわかっ

た。組織において個人が学習する内容が企業特

殊的になりうる点を踏まえ，本稿は雇用区分が

影響すると予測した。しかしながら，分析結果

は変革型リーダーシップが学習志向性に及ぼす

影響に，雇用区分が作用しないことを示してい

る。この点については，変革型リーダーシップ

の影響が２つのレベルで作用することが関連す

ると考える（e.g., Wang & Howell, 2010）。

２つのレベルとは，個人レベルと集団レベル

である．Wang & Howell（2010）によれば 12，

個人レベルで作用する変革型リーダーシップの

１つに，個別的配慮に基づくフォロワーの発達

支援（follower development）がある。例え

ば，これにはリーダーがメンターやコーチの役

割を果たすことが含まれる。他方，集団レベル

で生じる影響の１つには，集団のアイデンティ

ティ（group identity）の強調がある。これは

理想化された影響に関わるものであり，リーダ

ーの具体的な行動には，集団の到達目標等の提

示を通じて，フォロワーの成員性（member-

ship）を高めることがある。本稿はこれら２つ

の異なるレベルの影響が同時に作用すること

で，雇用区分を問わず，変革型リーダーシップ

がフォロワーの学習志向性を促す効果が示され

たと考える。

第３に，勤続年数が学習志向性に及ぼす影響

を議論する。非正規社員の場合は 10 ％水準で

統計的に有意な結果であったが，正規社員と非

正規社員の両方において，勤続年数は部下の学

習志向性に負の影響を及ぼしていた。ただし，
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その影響に関しては，本稿の分析結果は正規社

員の方が勤続年数の影響を強く受ける可能性を

示唆している。このことについて，以下ではキ

ャリア・コンサーンとジョブ・ローテーション

の視点から検討する。

まず，キャリア・コンサーンによる影響を考

える。キャリア・コンサーンとは，t 1時点の

業績が t 2時点の業績に及ぼす効果への関心を

指す。通常，企業と従業員との間には，従業員

の潜在能力に関する情報面で齟齬（i. e., 情報

の非対称性）が生じる。しかし，t 1時点にお

ける従業員の成果を通じて，企業は当該個人に

関する情報が蓄積し（青木・ドーア，1995），

他方で当該個人は自身の能力を企業に顕示する

ことが可能となる。したがって，潜在的昇進機

会が多い個人（i.e., 勤続年数の短い従業員）ほ

ど（青木ほか，1995; Gibbons & Murphy,

1992），そうしたキャリア・コンサーンが強く

働き，自身の能力をより顕示しようとすると考

えられる。また，能力の顕示に関しては，キャ

リア・コンサーンが強い個人ほど，より積極的

に学習を捉えると推測される。ゆえに，勤続年

数が長い従業員ほど，潜在的昇進機会が減少す

るため，キャリア・コンサーンの影響が低減す

ると推察される 13。

上述の点を本稿の結果に当てはめれば，勤続

年数が長い正規社員ほど，キャリア・コンサー

ンのインセンティブ低下による影響が反映さ

れ，学習志向性が低下したものと考えられる。

他方，正規社員と比較した場合に，非正規社員

は潜在的昇進機会がより限定される可能性があ

る 14。このことが，本稿の分析結果に関わる一

要因として挙げられる。

つぎに，ジョブ・ローテーションの影響を議

論する。ジョブ・ローテーションに関連するも

のとして，経験する職種の幅がある。従業員が

経験する職種の幅に関しては，非正規社員に比

べ，正規社員の方がジョブ・ローテーションを

通じて様々な職種を経験すると予想される（平

野，1999；小池，1991；八代，1995）。しかし

ながら，勤続年数が長くなるにつれ，経験する

職種の幅も次第に狭くなる。そのため，様々な

職種を経験するキャリア初期では，ジョブ・ロ

ーテーションに伴い，その都度新たなことを学

習する必要性に迫られるが，キャリアの後期に

なるほど，そうした学習の必要性が低下するだ

ろう。他方，同じ職種を担当することが多い非

正規社員は，正規社員と比べ，新たなことを学

習する必要性がキャリア上それほど変化しない

だろう。以上のことから，ジョブ・ローテーシ

ョンの影響も，正規社員に勤続年数が学習志向

性に負の影響をより及ぼしたことに関係すると

考えられる。

5.2 理論的貢献と実践的含意

本稿の理論的貢献は２つある。以下では，そ

れぞれの理論的貢献を述べる。

第１の理論的貢献は，学習志向性に影響する

要因に関するものである。学習志向性の先行研

究では，その多くが学習志向性を個人特性とし

て捉え，学習志向性を可変的なものとして捉え

るものは少なかった。しかしながら，そうした

少数の研究においても，組織内のいかなる要因

が学習志向性に影響し，またどのようなメカニ

ズムで影響を及ぼすかは十分に議論されてこな

かった。本稿はそのような課題を踏まえ，上司

の変革型リーダーシップに着目した。その結果，

上司の変革型リーダーシップが従業員の学習志

向性を高めることが示された。つまり，従業員

の学習志向性を高める組織的要因の１つとし

て，変革型リーダーシップがあることを示した

点が第１の理論的貢献である。

第２の理論的貢献は，変革型リーダーシップ

が学習志向性に及ぼす影響のメカニズムを検討

した点にある。その際，本稿は媒介要因として，

組織コミットメントを取り上げた。それは，組

織内の学習内容が企業特殊的になりうることか

ら，個人が組織における学習に積極的に向き合

う際に，組織に対する積極的な態度を持つ必要

性が想定されたためである。本稿の分析結果か
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らは，変革型リーダーシップが情緒的コミット

メントを介しても，学習志向性に影響を及ぼす

ことが明らかとなった。また，既述の企業特殊

性の影響に関しては，従業員の雇用区分に関わ

らず，上司の変革型リーダーシップが部下の学

習志向性に影響することがわかった。以上を要

すれば，第２の理論的貢献は，学習内容の性質

（i.e., 企業特殊性）を踏まえた上で，変革型リ

ーダーシップが学習志向性に及ぼす影響のメカ

ニズムを明らかにした点である。

続いて，本稿の実践的含意は次の点である。

それは，上司による変革型リーダーシップが部

下の学習志向性を促進することへの示唆であ

る。個人の学習志向性が，その個人を取り巻く

環境から影響を受けることは示唆されてきた。

しかし，組織において，どのように個人の学習

志向性を高めうるのかという点に関しては，ほ

とんど研究がなされてこなかった。しかし，本

稿の結果からは，上司による部下への働きかけ，

すなわち変革型リーダーシップが部下の学習志

向性を高めることが示唆された。

また本稿の結果からは，変革型リーダーシッ

プの影響は，部下の雇用区分の如何に関わらず

作用すると考えられる。正規社員の方が相対的

に長い勤続が予想されることを踏まえれば，上

司や管理者は正規社員の学習を手助けしがちに

なるかもしれない。しかしながら，労働人口の

減少や同一労働同一賃金への昨今の関心を顧み

れば，非正規社員の学習にも注力すべきであろ

う。この点に関して，本稿の分析結果は部下の

雇用区分の如何を問わず，上司の変革型リーダ

ーシップが重要であることを示唆している。

5.3 本稿の課題

本稿の課題は，次の４点にある。第１点目は，

データと分析に関する課題である。本稿は一時

点におけるデータを用いているため，本稿の結

果からは因果関係を示すことはできない。また，

考察で述べた変革型リーダーシップのレベルの

違いを十分に反映した分析ができていない。し

たがって，今後は縦断的研究およびマルチレベ

ルの分析が必要である。第２点目は，変革型リ

ーダーシップに関する課題である。既述のよう

に，変革型リーダーシップのメカニズムの説明

の多くが，下位次元にもとづき行われてきた。

本稿では，変革型リーダーシップを１つの概念

として扱ったが，前述の内容を踏まえれば，そ

れぞれの下位次元ごとで，影響が異なることが

予想される。そのため，今後の研究では，下位

次元に基づく変革型リーダーシップと学習志向

性との関係の検討が求められる。第３点目は，

学習志向性に関する課題である。具体的には，

本稿では学習志向性を成果志向性と相容れない

ものとして捉えた。だが，学習志向性と成果志

向性が，独立した２つの志向性であることも指

摘されている（Button et al., 1996; Coad &

Berry, 1998; Payne et al., 2007）。ゆえに今後

の研究では，学習志向性と成果志向性の２つを

用いた研究が望まれる。最後に，第４点目は，

調査対象者に関するものである。本稿の調査対

象者は，小売業という一業種におけるものであ

った。そのため，本稿の分析結果の一般化に関

しては，慎重にならざるを得ないだけでなく，

今後は小売業以外の業種における調査を行なう

必要がある。
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注
１ 先行研究では，変革型リーダーシップとカリス
マ・リーダーシップとの関係が指摘されてきた
（e.g., 金井，1989ほか）。だが，本稿は両者を同様
なアプローチに基づく研究として捉え，明確には
区別しない。

２ 目標志向性を個人レベルだけでなく，集団レベル
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や組織レベルから捉えようとする研究もある（cf.
Chadwick et al., 2015）。さらに，目標志向性を個
人の特性的なもの（dispositional）として捉える
か，状況により可変的なもの（i.e., situational; cf.
Payne, Youngcourt, & Beaubien, 2007）として捉
えるかに関しては，統一的見解が未だない。後述
するが，本稿では後者の立場から目標志向性を捉
える。

３ 成果志向性を，成果を通じて自身の有能さ（com-
petence）を示そうとするような証明型成果目標
志向性（prove performance goal orientation）と，
否定的な評価に繋がることを避けようとする回避
型成果目標志向性（avoid performance goal orien-
tation）に細分化する研究もある（Chadwick et
al., 2015; Payne et al., 2007; VandeWalle, Cron, &
Slocum, 2001）。

４ 例外的な研究には，例えば Dragoni（2005）があ
る。

５ 知能の暗黙的理論とは，知能の安定性に対する個
人の暗黙的な信念（implicit belief）を指す（p.
131）。

６ MLQ では，下位概念としてのカリスマと理想化
された影響は別々のものとして扱われている。だ
が，先行研究ではその両者を区別しないものもあ
るため（e.g., Bass, 1999; Tejeda, Scandura, &
Phillai, 2001），Bass（1999）にならい，本稿では
理想化された影響をカリスマ・リーダーシップの
代わりに用い，便宜上 4因子から変革型リーダー
シップがなるものとして議論を進める。

７ Meyer et al.（2004）では，組織コミットメントは
情緒的，規範的，継続的（continuous）の 3つに
分けられる。

８ 目標が自身により定められる場合も含む。
９ MLQ の具体的な質問項目に関しては，使用料お
よび著作権が関わってくる。そのため，本稿では
全質問項目ではなく，一部の質問項目の掲載に留
める。

10 蔡（2010）は，正規雇用と非正規雇用の中にも，
それぞれ異質性が存在すると述べる。

11 変革型リーダーシップに関わる下位次元の測定項
目と誤差は省略している。

12 Wang & Howell（2010）は，個人レベルに高い期
待の伝達（communication）と知的刺激，個々の
認識（personal recognition），集団レベルに集団
のビジョンの伝達およびチーム・ビルディング，
という変革型リーダーシップ行動を挙げている
（cf. pp. 1135-1136）。

13 柿澤・梅崎（2010）では，勤続年数を用いた場合
のキャリア・コンサーン効果は見られなかった
が，等級在籍年数を用いた場合では，その効果が

確認されている。
14 本稿の調査対象では人事制度により，正規従業員
に比べ，非正規従業員の潜在的昇進機会が限定さ
れている。この点を踏まえれば，非正規社員に対
するキャリア・コンサーンの影響は，より軽微で
ある可能性もある。
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